[bookmark: _GoBack]様式第43号の7の3（第24条関係）
	　　届出事項の異動届(連結納税承認等)

受付印
	※処理
	管理番号
	電算入力年月日
	索引簿登載年月日
	担当者
	　

	
	
	　
	・　　・
	・　　・
	　
	

	　
	　
	　
	届出書提出法人
	□　連結親法人
	□　連結子法人
	

	
	
	
	本店所在地
	〒
電話(　　　)　　　　―　　　　　
	

	　　　　　　　　　　　年　　月　　日

広島県　　　　県税事務所長様
	県内の主たる事務所等所在地
	〒
電話(　　　)　　　　―　　　　　
	

	
	フリガナ
	　
	

	
	法人名
	　
	

	
	法人番号
	
	

	
	代表者氏名
	　
	

	法人税法第4条の2の承認等に伴つて生じる地方税法第72条の13に規定する事業年度等の異動事項について次のとおり届け出ます。
	

	1　連結納税承認等に伴う事業年度等の事項
	

	①　承認等の区分・事由
	②　①の事実発生等年月日
	③連結親法人の最初連結事業年度又は連結適用事業年度
	④　みなし事業年度
(連結適用事業年度について□にレを記入してください)
	備考
	

	ア□連結納税の承認を受けた
	年　　月　　日
	(最初連結事業年度)
□　設立事業年度
□　設立翌事業年度
自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	　
	

	
	
	
	
	
	
	税理士氏名

	
	
	
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	
	

	イ□完全支配関係を有することとなつた
	年　　月　　日
	□　最初連結事業年度
□　連結適用事業年度
自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	　
	

	
	
	
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	
	

	ウ□連結納税の承認の取消し処分を受けた
	年　　月　　日
	□　最初連結事業年度
□　連結適用事業年度
自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	　
	　

	
	
	
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	
	

	エ□連結完全支配関係を有しなくなる等の事実が生じた
	年　　月　　日

登記
年　　月　　日
	□　最初連結事業年度
□　連結適用事業年度

自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	　
	

	事実が生じた法人
	□親法人
	□子法人
	
	
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	
	

	□親法人の完全支配が解消した　□解散した□合併解散した　□分割型分割法人となつた□他の内国法人に完全支配された　□その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	
	

	オ□連結納税の取りやめの承認を受けた
	年　　月　　日
	□　最初連結事業年度
□　連結適用事業年度
自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	　
	

	
	
	
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	□自　　年　　月　　日
　至　　年　　月　　日
	
	

	2　連結親法人に関する事項(※この届出書を提出する法人が連結子法人の場合に記載してください。)
	

	フリガナ
	　
	設立年月日
	

	法人名
	　
	年　　月　　日
	

	本店所在地
	〒
電話(　　　)　　　―　　　　　　　
	

	
	
	電話番号

	県内の主たる事務所等所在地
	〒
電話(　　　)　　　―　　　　　　　
	

	税理士氏名
	　
	電話番号
	(　　　)　　　　―
	

	3　その他の異動事項
	

	
	　　　　　―

	異動事項
	異動前
	異動後
	

	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	

	異動年月日
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
	登記年月日
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
	

	備考
	　
	添付書類
	・事実を証する書類の写し
・登記事項証明書等の写し
	


(注)　※印欄は，記入しないでください。
備考　用紙の大きさは，日本工業規格A列4とする。
